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抄録 

目的：本研究は、高齢者の介護予防推進ボランティアへの参加による社会・身体的健康および

QOL への影響について、１年間の縦断データをもとに一般の高齢者との比較によって明らかにす

ることを目的とした。 

方法：面接調査は宮城県の農村地区で 2003 年（初回調査）、2004 年（追跡調査）の 2 回実施し

た。対象者は 70-84 歳であった。介護予防推進ボランティアの募集を行い、性別、年齢、老研式

活動能力指標の手段的自立をマッチング変数とし、介護予防推進ボランティア参加者 69 名と無

作為に抽出された一般高齢者 138 名を分析対象者とした。研究デザインは、ケース１に対しコン

トロール２を抽出するマッチングをしたコホート研究とした。従属変数は、社会・身体的健康指

標および QOL 指標を取り上げた。分析では、従属変数の変化の有無（維持・改善者と低下者）を

ロジスティック回帰分析により求めた。 

結果：介護予防推進ボランティア参加群では、コントロール群に比べて、知的能動性（OR:4.75、

95%CI:1.53-14.70）、社会的役割（OR:2.92、95%CI:1.04-8.19）、経済的ゆとり満足度（OR:2.93、

95%CI:1.06-8.09）、近所との交流頻度（OR:3.79、95%CI:1.25-11.51）の各項目において低下が

有意に抑制された。 

結論：高齢者の介護予防推進ボランティア活動への参加は、地域在宅高齢者の高次の生活機能

やソーシャルネットワークの低下を抑制することが示唆された。 

 

 

 

 

 

 

 



 2 

Ⅰ 緒言 

平均寿命の延伸に伴い、要介護・要支援の高齢者が急激に増加することが予想される我が国に

おいては、保健福祉領域におけるマンパワーや福祉施設の確保とともに、介護予防についての保

健福祉事業が重要となってきている。近年の介護予防事業は、運動器の機能、栄養、認知症、抑

うつ、閉じこもり、口腔ケア等を中心とした取り組みがなされてきている。しかしながら、これ

らの事業の取り組みの多くが自発的な参加希望者を募った健康教室型の介入であり、その効果は

地域在宅高齢者の一部にしか波及していない現状がある。このような背景をもとに、芳賀ら 1)

は高齢者の介護予防推進ボランティアを中心とした地域全体での介護予防事業を展開してきて

いる。 

平成 12 年度より開始されているゴールドプラン 21 は、介護サービス基盤の整備に加え、健康

増進や生きがい支援活動、介護予防等を含めて展開されている。またこのプランにおいては、高

齢者が健康で生きがいをもって社会参加することや、住民相互に支え合う地域社会づくりを勧め

ることを基本的な目標としている。このような目標に対して、芳賀ら 1)が推進している高齢者の

介護予防推進ボランティアを中心とした地域全体での介護予防事業は、まさしく高齢者の「社会

参加」や「住民相互に支えあう地域社会づくり」を中心に展開するものである。また、これらの

活動が地域在宅高齢者の転倒率の低下に寄与する傾向にあることが報告 1)されており、その成果

は、行政の保健福祉施策に反映できるものと考えられる。 

「住民相互の支え合い」すなわちソーシャルサポートと定義される社会的支援は、従来から多

くの研究成果が発表されている。高齢者のソーシャルサポートに関する研究の多くは、社会的支

援の「受領」に関する研究 2-5)が多く、高齢者を社会的支援が必要な弱者として位置づける傾向

が強かった 6)。その一方で、高齢者のソーシャルサポートの他者への「提供」の意味合いを含む

ボランティア活動が、自己効力感 7)、健康度自己評価 8-11)、抑うつ 8,10,12-14)、日常生活動作（ADL）・

手段的日常生活動作（IADL）などの生活機能 10,11,15)、生命予後 11,16-18)、生活満足度や QOL8,9,19) に

関係することが報告されている。しかしながら、ボランティアに参加する高齢者は、不参加者に
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比べて健康度が高いというセレクション・バイアスがあることが指摘 12,13)されている。そのた

め、観察型の研究ではこれらの因果関係を明らかにすることはできない。そこで、近年になりこ

のような観察型の研究成果を介入研究によって明らかにしようとする試みがされてきている。芳

賀ら 20)は宮城県の農村地区において、高齢者の介護予防推進ボランティアを中心とする転倒予

防事業を 2000 年から展開している。その結果、その活動に参加した推進ボランティアにおいて

は、体力の改善や拡張期血圧が低下するなどの身体への好影響も確認されており、地域における

介護予防推進ボランティアの活動が自らの健康の維持・増進に意義あることが示されている。し

かし、この介入研究では、比較対照群が設定されていなかったため十分な評価がされていないと

いう課題が残されている。一方で米国において、Fried et al21)は小学生への読み聞かせを中心

とした世代間交流による高齢者のボランティア活動に関する無作為割付介入研究を行い、その結

0果、心理的健康度や身体的活動量などの向上を報告してきている。また、日本国内では、藤原

ら 22)が、子供への絵本の読み聞かせを中心とするボランティア活動が対照群に比べソーシャル

ネットワークや健康度自己評価、握力の維持・向上に影響することを報告している。これらの先

行研究では知的なボランティア活動や世代間交流を主とした介入であり、本研究の同世代間の交

流や体力を媒体としたボランティア活動が従来の先行研究同様に、高齢者の健康や QOL に影響す

るのか明らかにされていない。また、これらの研究の成果の一部は、社会・文化的背景が異なる

国での研究であり、その結果をそのまま我が国の介護予防事業における高齢者のボランティア研

究の成果につなげることはできない。 

 

Ⅱ 目的 

そこで本研究では、７ヶ月間の介入データをもとに高齢者の介護予防推進ボランティアへの参

加による参加者自身の社会・身体的健康および QOL への影響について、性別、年齢、手段的自立

をマッチングさせた対照群との比較により明らかにすることを目的とした。 
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Ⅲ 研究方法 

１．介護予防推進ボランティアの募集 

2003 年度より宮城県米山町（現登米市）では、70-84 歳の高齢者を対象に介護予防事業を開始

した。介護予防事業は、介護予防健診に始まり、その健診データをもとに介護予防事業への対象

者を特定し、介護予防教室等を実施した。この介護予防事業においては、先行研究 1)をもとに高

齢者の介護予防推進ボランティアをコミュニティーベースの介護予防事業の中心的な存在とし

て位置づけ、事業を展開した。 

介護予防推進ボランティアの募集は、2003 年 12 月に 37 行政区の集会場で開催された調査報

告会と町の広報誌により、町内の高齢者に向けて行われた（図１）。このボランティアは無償の

活動とした。これらの募集に対して、各行政区より 104 人がボランティア研修会に参加した。こ

のうち 70 歳以上の高齢者は 77 人であった。 

 ２．初回調査と追跡調査の方法および分析対象者の選定 

調査は宮城県の北部に位置する米山町（現在の登米市）で 2003 年（初回調査）2004 年（追跡

調査）の 2回実施した。米山町は、農業を中心とする人口 11,235 人（2003 年 8 月１日現在）の

農村地区である。住民台帳に基づく 70～84 歳の高齢者は 1,867 人であった。初回調査対象者は、

このうち介護保険の要支援・要介護認定者を除く 1,709 人であった。初回調査は、2003 年 8 月

18 日から 23 日にかけて調査対象者を会場に召集し、面接聞き取り調査と体力測定を実施した。

会場調査に参加できなかった対象者に対しては、9 月から 10 月にかけて調査員が戸別訪問によ

り面接聞き取り調査を実施した。その結果、1688 人に対して調査を実施した。このうち有効回

答は 1503 人（有効回答率 89.0％）であった。なお、未調査の理由は、拒否 123 人、入院・入所

28 人、長期不在 10 人、痴呆 3 人、死亡 3 人、その他 18 人であった。追跡調査は、2004 年の 8

月～10 月にかけて実施した。最終的に、継続調査を受けたのは、1,302 人（追跡率 86.6％）で

あった。 

調査内容は、基本属性として、性、年齢、就学年数を取り上げた。介護予防推進ボランティア
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参加による社会、身体的健康指標および QOL 指標への影響に関する評価は、社会的変数として交

流頻度（友人、近所）および外出頻度、身体的健康および QOL 変数として健康度自己評価、日常

生活動作に対する自己効力感 23)、老研式活動能力指標 24)（手段的自立、知的能動性および社会

的役割）、生活体力 25)（Motor Fitness Scale）、QOL 尺度 26)（生活活動力、健康満足感、人的サ

ポート満足度、経済的ゆとり満足度、精神的健康、精神的活力）、食品摂取頻度 27)を取り上げた。

交流頻度は、「全くない」から「週２回以上」までの６件法により聞き取りを行い、点数化（0-5

点）して分析に用いた。同様に外出頻度は「外出しない」、「月に２から４回」「週に１回以上」

の３件法により質問し、点数化（0-2 点）した。健康度自己評価は、「健康でない」から「非常

に健康」の４件法により調査をおこない、「０点：健康でない・あまり健康でない」と「１点：

健康な方・非常に健康」の２分類にし、分析に用いた。 

面接調査は、保健福祉を専攻する学生と現地の食生活改善推進員の約 30 名により実施された。

面接の信頼性を高めるために、調査員には事前に調査内容の説明と調査方法の訓練が行なわれた。

面接調査対象者への倫理的な配慮として、対象者へ調査の趣旨を十分に説明し、書面にて同意が

得られたことを確認した上で調査を実施した。なお、同意が得られなかった場合は、その時点で

調査を打ち切るように配慮した。 

３．分析対象者の選定 

分析では、追跡調査が完了した 1,302 人（ボランティア 71 名、その他一般高齢者 1,231 人）

のうち、介護予防推進ボランティア活動開始後にボランティア活動から脱退した 2名を分析から

除外した。その上でマッチングを用いたコホート研究を行うために、ケースとして介護予防推進

ボランティア継続者 69 名とそのコントロールとしてその他の一般高齢者の中から症例 1 に対し

て対照 2 例を無作為に抽出した。すなわち、症例 69 例に対し対照 138 名を抽出した。なお、先

行研究 28)でも示したとおり、介護予防推進ボランティアは一般高齢者に比べて社会・身体的健

康や QOL においても良好であり、また年齢差や性差も確認されている。そこでコントロールの抽

出にあたり、交絡要因として考えられる性、年齢、老研式活動能力指標の手段的自立をマッチン
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グ変数として用いることにした。 

４．ボランティア活動の内容とコンロトール群への働きかけ 

介護予防推進ボランティアの活動は芳賀ら１)の研究をもとに、介護予防推進ボランティア、行

政スタッフ、大学スタッフの協同により行われた。活動の具体的な内容は、①運動・レクリエー

ション、健康講演、茶話会を中心とした 3 回の研修会（図２）およびそれ以降月１回の定例会、

②転倒ハイリスク高齢者を対象とした転倒予防教室（2～6 月までの計 9 回）における世話係、

③各行政地区の集会所を利用したミニ・ディサービス（月 1～4 回開催、1 回 2 時間）の運営と

体操指導（図３）などである。研修会および定例会では、介護予防に関する知識と実践の習得を

目的とした講話を大学スタッフが行った。また、ボランティア参加者には、この活動を通して自

己の体力の維持・向上を目的としていることを理解してもらうために体力測定を行い、ボランテ

ィア活動による体力の好影響を理解できるようにした。さらに、ボランティア参加者には、緑色

のジャンパーと活動資料を整理するためのファイルおよび名札が配布された。このような活動支

援をした上で、推進ボランティアは、地区での介護予防事業に参加した。転倒ハイリスク者を対

象とした転倒予防教室では、転倒ハイリスク高齢者の運動などのサポート役を担ってもらった。

これに参加することにより、各行政区において推進ボランティアが中心となって行うミニ・ディ

サービスでの参加高齢者への対応方法を学ぶ機会とした。その上で、各行政地区における推進ボ

ランティアを中心とする介護予防教室が開催された。なお、定例会では、新たな知識や技術を習

得するとともに、各地区での活動を通しての課題などを推進ボランティア、行政、研究者のそれ

ぞれの立場から検討し、問題解決を図るように努めた。 

実際のボランティア活動は、2004 年の 1 月からの研修会に始まり、追跡調査が行われるまで

の７ヶ月間であった。 

一方で、コントロール群に対しては、2003 年 12 月に健診結果の報告を行い、その後推進ボラ

ンティアを中心に運営された地域でのミニ・ディサービスへの参加を促した。 

５．分析の方法 
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 分析は、初回調査から追跡調査までのそれぞれの従属変数の値の変化を求め、「低下」、「維持」、

「向上」に３分類し、その割合を記述した。つまり、「向上」は変化量が＋１以上の場合、「維持」

は変化量が０、「低下」は－１以下の場合と定義した。さらにこれらの分類を「低下」と「維持・

向上」に分類した。その理由として、一般的に高齢者は健康度や QOL が加齢に伴い低下するため、

「向上・維持」を同じカテゴリーにして分析に用いた。分析では、前述した社会、身体的健康指

標および QOL 指標に関する項目を従属変数として、ボランティア群とコントロール群の変化の割

合の差の検定をχ２検定により行った。その上で、統計的に有意な傾向（p<0.10）にある項目に

ついては、ボランティア活動の有無を説明変数、それぞれの社会・身体的健康および QOL 指標を

従属変数とする多重ロジスティック回帰分析を行った。なお介護予防推進ボランティアは一般高

齢者に比べて社会・身体的健康や QOL においても良好であるため 28)、従属変数の初回調査時の

値が介入終了時の値に影響することが推測される。そこで本研究では、それぞれの従属変数の初

回調査時の値を制御変数として分析に用いた。 

分析は、統計解析ソフトとして SPSS Ver11.0 を使用した。 

 

Ⅳ 研究結果 

表１は、分析対象者の特性を示している。性別の割合は、男性 72.5％、女性 27.5％であり、

約７割が男性であることが分かる。年齢では、70-74 歳の割合が 73.9％、75-84 歳の後期高齢者

が 26.1%であった。老研式活動能力指標の手段的自立の平均得点は、4.91 点であった。これらの

ことから本研究の対象者は、初回調査が完了した全対象者に比べ前期高齢者の男性が多く、手段

的自立が極めて高いことが示された。 

初回調査時におけるボランティア群とコントロール群の身体・社会的健康および QOL 指標の比

較をした結果、老研式活動能力指標の知的能動性(p<0.01)と社会的役割(p<0.01)、生活体力

(p=0.02)、QOL 尺度の健康度満足度(p=0.02)、人的サポート満足度(p=0.02)、友人との交流頻度

(p=0.05)については、ボランティア群はコントロール群に比べて有意に良好であった（表２）。 
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表 3は、初回調査時から一年後の追跡調査時におけるそれぞれの従属変数の変化を低下、維持、

向上の３つに分類し、その割合を示している。統計的検定は、「低下」と「維持・向上」に分け

てχ２検定を行った。その結果、日常生活動作よりも高次の生活機能を表す知的能動性(p=0.02)

と社会的役割(p=0.06)については、コントロール群に比べボランティア群において維持、向上す

る割合が有意に高かった。一方で QOL に関する項目では、経済的ゆとり満足度において統計的に

有意な差（p=0.04）が確認され、ボランティア群に比べコントロール群は経済的ゆとり満足度を

低下させやすいことが分かる。社会的変数では、近所との交流頻度において、コントロール群よ

りもボランティア群において低下する者の割合が少なかった。 

表 4では、表 3において有意な関係が確認された項目それぞれについて、ボランティア活動の

有無と身体・社会的健康および QOL の変化との関係をロジスティック回帰分析により明らかにし

た。本研究では、性別、年齢、そして身体的特性として IADL をマッチング変数としてコントロ

ールを抽出してきたが、先行研究 28)や本研究での分析（表２）でも分かるように、説明変数と

なる身体・社会的健康指標および QOL 指標は、ボランティア参加者が一般高齢者よりも優れてい

るため、初回時の説明変数の値に多少の差があると考えられる。そこで本研究では、説明変数の

初回調査時の値をロジスティック回帰分析のコントロール変数として用いた。分析の結果、介護

予防推進ボランティア参加群では、コントロール群に比べて、知的能動性（OR:4.75、

95%CI:1.53-14.70）、社会的役割（OR:2.92、95%CI:1.04-8.19）、経済的ゆとり満足度（OR:2.93、

95%CI:1.06-8.09）、近所との交流頻度（OR:3.79、95%CI:1.25-11.51）の項目において有意に低

下することが示された。 

 

Ⅴ 考察 

介護予防推進ボランティアの募集を行い、性別、年齢、老研式活動能力指標の手段的自立をマ

ッチング変数とし、介護予防推進ボランティア参加者69名と無作為に抽出された一般高齢者138

名を分析対象者として、高齢者のボランティア活動が身体・社会的健康、QOL に与える影響につ
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いて検討した。その結果、老研式活動能力指標の社会的役割、知的能動性、経済的ゆとり満足度、

近所との交流頻度について、介護予防推進ボランティアに比べ一般高齢者において低下する割合

が高いことが確認された。知的能動性は、高次の生活機能を表すものであり、健康に関する記事

や番組に関心を示すことや本や雑誌を読むなどの項目で表されるような人生に対する前向きな

態度や姿勢を表しており、研修会や定例会時に行われる健康講話などの影響がこのような結果を

反映させたものと推測できる。また知的能動性や社会的役割といった高次の生活機能は、高齢者

の IADL の低下を予測する因子 29)として知られており、高齢者のボランティア活動が参加者自身

の介護予防に寄与することが示唆された。 

近所との交流頻度などのソーシャルネットワークがボランティア群で維持・向上したことにつ

いては、介護予防推進ボランティアの役割に地域住民を介護予防教室や各行政区でのミニ・ディ

サービスへの勧誘があり、これらの項目において向上が見られたと考えられる。また、これらの

結果は Fried et al21)や藤原ら 22)の先行研究からも裏付けられるものである。つまり、ボランテ

ィアに参加することによりソーシャルネットワークを拡大できることが今回の結果から推測で

きる。また、従来の研究においては、社会的変数は生命予後との関連があることが指摘されてい

る 30-33)。しかしながら、ソーシャルネットワークを拡大するための介入方法はこれまでないこ

とが指摘されており 34)、世代間交流を中心としたボランティア活動 21,22)と同様に本研究の介入

内容がソーシャルネットワークや社会活動性の改善に有用であることを示唆したものである。 

ボランティア活動には有償、無償のボランティアがあり、本研究は無償のボランティア活動と

している。しかしながら本研究の分析の結果、ボランティア群は一般高齢者に比べ経済的ゆとり

満足度が維持・向上されているが、どのようなことがこのような結果に結びついたのかさらに検

討が必要と考えられる。 

本研究においては、７ヶ月という短期間の介入により、ボランティア活動と社会・身体的健康

指標および QOL 指標においてポジティブに作用することが確認された。Fried et al 21)による小

学生への読み書き学習サポートを中心とした介入でも、介入期間が４～８ヶ月間にも関わらず、
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心理的健康度や身体的活動量、ソーシャルネットワークなどの向上が報告されている。また藤原

ら 22)による９ヶ月間におよぶ世代間交流型のボランティア活動が、主観的健康観や社会的サポ

ート・ネットワークを増進することが確認されている。これらの結果からも分かるように、高齢

者のボランティア活動は、比較的短期間の介入でも高齢者の健康にポジティブな影響を与えるこ

とが示唆された。一方で、ボランティア活動に参加しなかった一般高齢者は、１年という短期間

にも関わらず、健康度が低下することが本研究において明らかになった。よって、ボランティア

不参加者に対する介入も今後検討していく必要があると考えられる。 

本研究は、70～84 歳までの高齢者を対象としたボランティア介入プログラムである。本研究

の介入プログラムにおける脱落者は、77 名中 2 名(2.6%)であり、その理由は、①活動内容が期

待していたほどの内容でなかった、②持病の腰椎ヘルニアの手術の為であった。子供への読み書

きを中心としたボランティア活動に関する先行研究における脱落率は、Fried et al 21)で 2.3%

（平均年齢 69 歳）21)、藤原らで 16.4％（平均年齢 68.2 歳）22)であった。これらのことからも、

本研究の介入プログラムは、70 歳代前半から後期高齢者においても比較的活動の参加、継続が

可能なプログラムであることがわかる。さらに本プログラムでは、運動を中心としたボランティ

アプログラムを展開してきたが、従来のような高額な運動機器を購入せず、個人で購入可能な運

動器具（ゴムバンドなど）やタオル 34)を用いてきた。このようなことからも、本研究のボラン

ティア活動を中心とした介護予防プログラムは、比較的コストのかからなく、後期高齢者にも継

続して活動できるプログラムであることが示唆された。 

以上のように、本研究では高齢者のボランティア活動が参加者自身の生活機能およびソーシャ

ルネットワークに影響することを示唆してきた。しかしながら本研究には研究デザイン上の制約

がある。それは、ボランティア群とその他一般高齢者を比較したところである。表２で示したと

おり、ボランティア活動に参加する人はそれ以外の一般高齢者に比べて健康度や QOL が高かった

り、他者との社会関係が充実していることが推測できる。そのため、本研究では、多変量解析に

おいて従属変数の初期値を制御変数として投入することにより、両群の従属変数の初期値の差を
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統計的にコントロールした。しかしながら、このような研究デザインで得られた結果は、ボラン

ティア活動に参加する人の特性を完全にコントロールできていないという限界がある。一方で、

Fried et al 21)による介入研究では、ボランティア参加希望者を二群に分け、クロスオーバー法

による無作為試験を行い、ケースとコントロールの初期値の差がないように工夫されている。し

かしながらこの方法では、待機をしているコントロール群の脱落が多いことが報告されている。

また藤原ら 22)による介入研究においては、コントロール群をボランティア活動以外の社会活動

に参加している高齢者と設定し、調査のみに参加してもらっており、ボランティア効果を検証す

るに十分な比較対象者でないことがわかる。よって、今後は、地域特性の似た２地区の高齢者か

らボランティア活動の希望者を募り、積極的にボランティア養成および継続支援をする介入群と

一般的なボランティア養成のみをするコントロール群を設けることにより、ボランティア活動プ

ログラムが心身の健康および QOL にどのように影響するのか検討する必要があると考えられる。 

本研究の結果からも、地域における介護予防事業を推進する担い手として今後高齢者のボラン

ティアへの期待は大きくなると考えられる。その一方で、いくつかの課題が明らかになった。ま

ず、第一に従来のボランティア参加者は、一般高齢者に比べて社会、身体的健康・QOL 指標にお

いて有意に高いことである 28)。よって、今後はより多くの高齢者がボランティア活動に参加で

きるよう、従来ボランティアに参加しないような高齢者が参加できるボランティア活動プログラ

ムの開発が必要となる。また、その上で、ボランティア参加による健康への効果が再現できるの

か検証する必要がある。 

第二に、どのような内容で、どの程度のボランティア活動が高齢者の健康や QOL に好影響を与

えるのかを明らかにすることはボランティア活動プログラムを作成する上で今後さらなる検討

が必要である。米国におけるボランティアに関する縦断研究の近年の動向として、ボランティア

の種類 8,13)や参加団体数 10,16,17)、活動時間 8-11,16,17)などにより抑うつ、生命予後、ADL、生活満足

度、健康度自己評価などへの影響が異なるのか検討されている。しかしながら、これらの研究は

統一した見解までに至っていないが、ボランティア活動の時間が過度に多くなるような場合には、
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健康度自己評価 9)や QOL10)に対する影響が減少することが報告されている。しかしこれらの結果

は、社会文化背景の異なる国のものであり、我が国においてその結果をそのまま適用することは

できない。よって今後は、介入型の研究とともに、観察型の疫学研究により、適当なボランティ

ア活動の時間や内容を検討していく必要があると考えられる。 

 

Ⅴ 結論 

 宮城県の農村部の高齢者を対象にコホート研究を行い、介護予防推進ボランティア参加者とそ

の他一般高齢者の社会的・身体的健康指標および QOL 指標の変化の割合を１年間の縦断データに

より比較検討した。その結果、高齢者の介護予防推進ボランティア活動への参加は、社会的役割、

知的能動性、経済的ゆとり満足度、および近所との交流頻度の低下を抑制することが示唆された。 
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